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また、本市は今後５年間で1,000人の障がい者が就労するよう目指す「障がい者千人雇用」を目標とし
て精力的に取り組んでいます。この目標の実現のためには、福祉面のみならず雇用面の専門性も必要不可
欠であり、福祉から就労へのきめ細かい支援を市とハローワークが協働で実施するこの事業は、今やなく
てはならない存在です。
さらに、最近の生活困窮者の増加や地域での自立支援の必要性が高まるなか、この「就労支援ルーム」

は月に延べ400人以上の市民が利用し着実な就職実績をあげるなど大きな成果を得ております。今後、こ
の総社市モデルが実証され、基礎自治体とハローワークの連携の重要性が増していくものと確信していま
す。
地域主権時代において、市民の意見や要望を敏感に感じ取り、相手の立場に立ってものを考える力が市

政に強く求められています。そのためには地域住民の利便性等も十分考慮し、行政の枠組みにとらわれる
ことなく地域の関係機関が連携して住民サービスの向上を図っていくことが非常に重要ではないかと考え
ます。
今後とも市とハローワークとの一体的実施による就労支援の充実を図り、自立したまち「そうじゃ」の

実現を目指していきます。

総社市とハローワーク総社は「福祉から就労」支援に関する包括協定を締結
し、西日本初の取組として平成２３年７月１日に事業を開始しました。
この事業は、ハローワーク総社内に「就労支援ルーム」を開設し、市とハ

ローワークの職員が生活困窮者、障がい者、日系外国人等に対するチーム支援
を一体的に実施するもので、市職員がハローワークに常駐して支援するスタイ
ルは全国でも例を見ない先駆的な取組です。
本市は、県下ナンバーワンのサービスを目指し、市民の幸福を第一に考えた

市政を推進しています。今回、ハローワークとの連携により、市だけでは十分
な対応ができなかった就職困難者への自立に向けた支援がワンストップサービ
スとして強化され、市民サービスの向上につながったと実感しています。


